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論文要旨  

	 国連防災世界会議等を踏まえ、国際的に防災の事前投資の重要性が認識されているが、国際協力として

防災支援に費やされた予算の凡そ 66％は緊急援助隊派遣や援助物資支援を中心とした災害応急対応業務

である。安定した経済開発には、被害を軽減するためにも事前に災害応急対応体制を整備しておくことが

望まれる。本稿は、①中国の地震応急対応能力強化の課題を明らかにし、②同課題解決のための国際協力

手法について考察している。中国の課題は、国際協力機構が実施した日中協力地震緊急救援能力強化計画

プロジェクトを通じ日中双方で明らかにした。国際協力手法は、災害応急対策タイムラインやアフターア

クションレビュー手法を用い、ISO22320や日本、米国の危機管理体制と比較し中国に根ざした災害応急

対応体制を検討した。同検討を踏まえ、日本の協力を受け中国国内の危機管理要員を育成する中国地震応

急救援センターのテキスト開発及び試行的な講義を実施し、インストラクショナルデザイン手法に基づき

入門者・中級者向けの指導カリキュラムを開発し有効性を検証した。 

キーワード：アフターアクションレビュー、タイムライン、インストラクショナルデザイン、災害応急対

応、開発協力 
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１．	 はじめに	

（１）	研究の背景	

	 世界でも有数の災害大国である日本は、1987 年の国連総会決議を踏まえた「国際防災の 10 年」を契機

に 1994 年の第一回国連防災世界会議から同会議を３回主催している。2005 年の第二回国連防災世界会議

では、災害の事後対応より事前の投資が重要であることを日本政府が主張し、兵庫行動枠組み（Hyogo 

Framework for Action: HFA）に反映された。HFA に基づき、日本政府は政府開発援助（Official 

Development Assistance: ODA）を活用した防災協力イニシアティブを提唱し、国際協力の一環として開

発途上国の防災体制の整備及び能力強化などの事前投資に力を入れている。2015 年 3 月に仙台で実施され

た第三回国連防災世界会合では、日本政府が主張してきた「より良い復興（Build Back Better: BBB）」や

防災の主流化などが重要と認識され、途上国に対する財政支援や能力向上のための更なる技術支援が必要

とされている。	

	 しかしながら、Kellett（2013）は、1991 年から 2010 年までの間、国際協力として防災に支援した総額

の凡そ 66％が災害応急対応であることを明らかにしている。応急対応業務の内訳は緊急援助として支援物

資提供や捜索救助活動実施のための緊急援助隊派遣が殆どである。	

	 国際協力機構（Japan International Cooperation Agency: JICA）は、災害リスクマネジメントサイク

ルに則った災害対応各ステージの能力強化のための国際協力推進を謳っている（国際協力機構 2006）が、

災害応急対応期は緊急援助隊派遣や緊急援助物資支援が主で、応急対応能力強化に取り組む事業は少ない。

災害応急対応ステージの国の体制・制度整備や対応能力向上事業は、我が国の防災体制を参考にしつつ対

象国の実情等を勘案して中国、タイ、スリランカ、インドネシア等で実施されてきているが、標準化され

た能力向上モデルは存在していない。	

	 Nagatomo（2015）は、防災投資の経済効果分析を通じ事前の投資が将来的な開発効果を高め、安定した

経済開発に向けた重要な役割を果たすことを明らかにしている。そのため、先の震災などの経験から BBB

を速やかに進めるためにも、災害発生を見越した災害応急体制を予め整備しておくことが重要となる。災

害応急体制の整備は、被害を軽減するための事前投資であり、災害発生後の被害拡大や二次被害を阻止し、

災害からの回復力を高める観点からも、同体制整備を促すための国際協力手法の開発が望まれる。	

（２）	研究の目的	

	 災害応急対応能力向上のための国際協力は、各国の制度・体制や文化的な違いを考慮した、その国に根

ざした応急対応体制の構築が望まれる。本研究では日本や世界標準の手法を参照とした開発途上国におけ

る災害応急対応能力強化に向けた国際協力の在り方について検討を試みた。具体的には、中華人民共和国

（以下、中国と呼ぶ）をフィールドと設定し、①同国の地震応急対応能力強化の課題を明らかにし、次に

②同課題を解決するための国際協力手法を検討した。①の課題分析は、中国地震局を始めとする関係機関

との度重なる協議を通じて行い、その結果は日中双方で合意したものである。②の課題解決のための国際
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協力手法としては、1）米国防省が開発した組織の能力強化のために業務を見直す手法の事後検討調査

（After Action Review: AAR）、2)関係者を巻き込みながら各業務の達成目標を時間軸に沿って表し全体を

俯瞰した進行管理を目指す災害応急対策タイムライン、3)限られた時間で効果的な学習効果を発現するイ

ンストラクショナルデザインの３つを用いた。そのため、「AAR 及び災害応急対策タイムライン導入による

中国に最適なシステム考案」と「インストラクショナルデザインを用いた訓練・研修モジュールの開発」

を行った。これらの手法は ISO22320、米国や日本の災害応急対応能力強化に取り組まれている。文化や体

制が異なる中国でもこれらの手法がそのまま適用できるかを検討・考察することも本研究の目的である。	

	 なお、本稿は JICA が 2009 年 10 月より中国で実施した日中協力地震応急救援能力強化計画プロジェクト

の応急対応分野への国際協力を事例とし、事業に携わった筆者らが分析・提案したものである（JICA の公

式見解ではないことを付記しておく）。本稿では、新潟や中国での地震災害対応経験を基に地震災害対応を

中心に災害応急対応能力向上手法の検討・分析を試みたが、時間の経過に伴い変化する生活再建などのニ

ーズへの対応といった復旧・復興プロセスの普遍的な対応事項は、地震に限らず他の災害にも応用できる

ものと考えている。 

	  

２．	 中国の地震応急体制の課題	

	 中国は、堅調な経済成長と開発に伴い 1976年以降は防災対策予算も年々増加させて対策を進めている。

対策の効果もあり、1980年以前は多かった自然災害起因の死者数が 1980年以降では、汶川地震が発生し

た 2008年及び玉樹地震が発生した 2010年を除き減少している（Chen2013）。しかしながら、急激な経済

成長に伴い発生した社会的な歪みは、2004年の重症急性呼吸器症候群（SARS）や 2008年の南部大雪害、

汶川地震などの突発災害時の対応能力にも課題があることが明らかになってきている（加藤 2008，宮尾

2012）。例えば、2008年 3月 12日に四川省で発生した汶川地震は、死者 69, 227名、行方不明者 17, 923

名、負傷者 74, 600名の被害をもたらし、凡そ 8, 500億元の経済的損失を与えた。死者数の殆どは建物の

倒壊や二次災害による。発災直後、中国政府は四川省人民政府が所管対応を行う二級災害として情報を即

座に公開した。四川省人民政府が指揮を執り、発災から２時間後に現地対策本部を立ち上げた。しかしな

がら、その後、被災地の深刻な状況を踏まえ一級災害に災害規模を上位修正し、中国人民政府主導による

指揮対応へと修正した（表１参照）。初動対応が遅れた SARSの教訓などを踏まえ、中国人民政府、各省人

民政府や企業・組織は速やかに地震応急預案を発動させた。 
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表１	 地震の等級分けと所管政府

	

出典：中国地震局資料を基に筆者作成 

 

	 Zhang (2012) によれば、中国の防災システムは SARS、南部雪害、汶川地震を踏まえ新たな危機管理体

制整備のステージに入っている。汶川地震では、統合した指揮命令が欠如していたり、専門性のある捜索

救助チームが整備されていなかったり、予防・事前対策や早期警報が整っていなかったり、市民等の防災

教育が行き届いていなかったことが課題として明らかにされ、地震捜索救助隊の創設や策定した防災計画

の訓練実施、予防・事前対策の強化等を通じ、中国政府は応急対策能力の強化に取り組んでいる。宮尾（2012）

によれば、汶川地震では各省人民政府や企業、組織は各応急預案を発動したが、各応急預案の職務が重複

していたり、指揮管理や全体協力調整が行われていなかったりし満足の行く対応ができなかった。地震以

外の応急対策計画との関連性が乏しかったり、具体的な対応計画が定められていなかったり、上級政府の

計画がそのまま写された応急預案が多く、実災害への有効性に欠けている等の課題が明らかになっている。 

（１）日本・米国の危機管理体制との比較	

	 日本も米国も災害発生時の対応は、一義的に基礎自治体（市や郡）が担うことになっている。日本は、

基本的には被災した地域の基礎自治体が災害応急対応を担う。災害の規模に応じ、各市町村で対応できな

い規模の災害の場合は上位の県が、県で対応できない場合は国が指揮命令し事態に対応する。東日本大震

災時には、他自治体からの支援を受けつつも、基本的には自身も被災者である自治体職員が中心となり生

活再建や復旧回復業務を実施していた。また、日本は阪神・淡路大震災の経験を踏まえ、緊急消防援助隊

の応援計画が予め整備されたり、資機材の規格や救助操法を統一したりすることで効果的な捜索救助が行

えるよう改善されてきている。しかしながら、防災業務計画や地域防災計画等は災害対策基本法に則り作

成されているものの、基本的には各省や自治体が個別に作成しており、米国のような一元化された連携体

制等までは築けていない。 

	 米国は、大統領の災害宣言が発せられると連邦政府主導危機管理体制となり、連邦政府が直接被災者支

援や復旧回復業務を実施することになる。災害対応の指揮調整は標準化されている全米危機対応システム
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（National Incident Management System: NIMS）による一元的な対応が行われる。NIMSは、災害記録

や情報を取り関係者間の共通統一認識を創り上げると共に、同情報を用いた引継ぎにて災害応急対応業務

の効率性を高めるように工夫している。また、救助活動を始めとする活動がスムーズに行くように用語や

印などを統一化し、他機関とも連携した業務遂行が行えるようになっている。 

	 中国は、日本と類似し縦割り行政意識が強く、一元化された危機管理システムは事前に構築されていな

かった。中国も基本的には基礎自治体が応急対応や復旧復興を担っており、災害応急預案は各自治体や各

組織で作成され日本的な危機管理体制を有していると言える。中国は、SARS等の対応を契機に Incident 

Command System（ICS）や NIMSに関する研究を各機関が進めており、各機関で導入を試みた

（Zhang2014）が、米国とは制度や体制、文化が異なり、また、縦割り行政意識の強い中国では一元化さ

れた対応が難しい側面もあり実質的な導入には至っていない。そのため、筆者らは日本の行政機関の対応

を参照としつつ ICSやNIMS等で活用可能な点を取り入れるのが実効性の高い対応へと繋がるものと考え

た。 

（２）地震応急対応体制強化に向けた中国の取り組み	

	 筆者らは、国家地震応急救援センター（National Earthquake Response Support Service: NERSS）幹

部と地震災害応急体制能力強化の方法に付き 2009年より協議を行った。2002年末の SARS以降、中国政

府は危機管理体制の強化を進め、中国地震局は地震災害対応能力強化の一環として 2004年 10月にNERSS

を設立した。NERSS は、国内外の応急救援技術の研究や訓練実施を目的としており、多くの若手研究員

が新規に雇用された。また、2008年 7月に地方省・区・市レベルの地震災害応急対応能力強化を目的とし、

国家地震緊急救援訓練基地（China National Search and Rescue Training Center: CNSART）が建設さ

れた。地方省級の応急対応分野や救助分野の行政官、緊急救援隊員の研修・訓練を同基地で実施し、危機

管理体制の強化を試みようとしていたが、カリキュラムや指導体制が整備されておらず、質の高い訓練・

研修が実施できる状況ではなかった。 

	 2009年に改正された防震減災法は、地震発生後速やかに被災省に地震災害対策本部を設けることを義務

付けた。災害対策本部事務局は各省地震局が一元的に応急対応と救助を所掌し、関係機関との調整、地震

緊急対応計画の作成や地震緊急援助隊の創設、同隊への設備資機材の装備、研究と人員の訓練の実施等を

通じて地震応急対応能力の向上を図ることを義務付けている。地震局が進めた NERSS や CNSART とい

った施設建設は同法の改訂を睨んだ対応であり、ソフト面での対応能力強化着手をまさに始めたところで

あった。そのため、施設は整備されたが、指導する教官の育成や研究カリキュラム・テキストなどの整備

が追い付いておらず、施設を有効活用するための人材及び組織能力の強化を日本に協力依頼してきた。 

（３）中国の応急対応体制強化の課題	

	 筆者らは、2009年 3月から 2010年 8月まで北京への７回の渡航及び中国関係者の 1回の訪日を通じ、

NERSS幹部及び NERSS若手指導官と中国の現状と NERSSが目指す姿、JICA事業の枠組みについて協

議を行った。その結果、災害応急対応能力を強化する NERSS 及び NERSS 教官に以下の５つの課題があ
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ることを明らかにし、同能力を日本が協力して強化することで双方合意した。 

	 第一の課題は、教官の知識・能力の強化である。NERSS 教官は修士課程や博士課程を終了したばかり

の若手研究員を採用しており、実災害対応経験に乏しかった。学問として専門分野研究を通じた特定の分

野の知識はあるものの、危機管理全般や自身が関心のある分野以外の事象については知識が浅かった。そ

のため、実災害対応経験が豊富な地方省地震局幹部や職員を指導するために、危機管理全般の知識や能力

を強化する必要があった。NERSS若手教官の育成は NERSSセンター長からも強い要望が出された。 

	 第二の課題は、災害対応記録の作成である。中国の文化的な特徴も影響してか、これまでの災害対応状

況に関する記録は残されていない、あるいは残っていたとしても公式に公表されていない。そのため、過

去の災害でどのような課題があり、類似した災害で再現性のある事象が存在しないかなどを調べることが

出来ず、中国地震局でも既往災害の調査を通じた課題抽出や調査の実施を前提とした記録作成の義務化は

行っていなかった。筆者らは、中国固有で再現性のある事象等を明らかにすることや、災害対応記録を残

すことで事後に AARの実施が可能となり、災害応急体制の見直しが可能となることから、記録の作成を課

題として取り上げることにした。 

	 第三の課題は、中国に適した災害応急対応システムの検討である。一連の協議を通じ、各地域のリスク

を把握し、各地域や災害の特性に応じた災害応急対応計画の整備が必要であることが判明した。中国に適

した災害応急対応システムの検討は、米国や日本の危機管理システムとの比較を通じ、過去に発生した災

害対応状況の事後検証に活かしながら中国に特有の事象を明らかにし、中国の状況や体制に適したシステ

ムの構築を行うことにした。 

	 第四の課題は、中国版危機管理講座カリキュラム・テキストの作成である。中国で地震応急対応体制を

強化するために設立された NERSS を質の高い教育訓練施設にするためには、NERSS 若手教官が実践的

で高度な研修が実施できる講義カリキュラムやテキストを開発することが重要であると考えた。筆者らは

同カリキュラムやテキストを単に開発するだけでなく、受講生からの反応や専門家の意見を踏まえ、常に

内容を改定して高い人気を維持できる NERSSブランドの構築を目指すことにした。 

	 第五の課題は、実践的で効果の高い訓練の実施である。NERSS 教官らの指導を通じて地方省地震局幹

部や職員が地震応急預案を実効性の高いものに改訂するためには、実践的で効果の高い訓練実施が重要で

あると考えた。救助分野も含め、与えられたことをただ単にこなすだけの訓練ではなく、実災害を想定し

如何に効率的な対応ができるかを考え、常に改善事項の検討がおこなえるような自ら考える訓練を提供す

ることにした。 

	 	  

３．	 国際協力を通じた災害応急対応研修・訓練モジュールの開発	

	 上記５点の課題を踏まえ、JICAは図 1のとおり専門家派遣を通じた国際協力を実施した。応急対応分

野は、チーフアドバイザー（長期派遣）の下に応急対応専門家（短期派遣）を配置し NERSS教官の研究

指導・技術移転を行った。研究指導は大学の教授・研究者ら５名、災害応急対策タイムライン作成指導は
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新潟県職員、図上演習指導は消防科学総合センター職員を短期専門家として派遣した。 

	 応急対応専門家は、基本的に NERSS教官の指導を行ったが、NERSS教官は災害応急対策タイムライ

ン作成指導や図上演習指導の経験に乏しく、提供できる研修が災害対応経験豊かな受講者の要求レベルに

満たない可能性があった。そのため、日本人専門家が事前に NERSS教官へ講義し実施概要を説明した上

で、NERSS教官が実務訓練（On the Job Training: OJT）として地方省地震局幹部や職員の指導を行う

体制とした。なお、地方省地震局員への NERSS教官による OJT指導への日本人専門家の関与は、NERSS

教官の指導経験を重ねるごとに少なくするようにし、事業終盤の 2013年時点では NERSS教官への助言

による指導法改善に努めた。また、NERSS教官個人の能力向上を行い NERSS教官自身の能力強化を行

うことが、教官のモチベーションを高めることに繋がると考え、NERSS各教官が興味のある研究テーマ

に応じ日本人研究者を指導者として割り当て大学の研究指導のような体制を構築し、日本人専門家による

研究指導も実施した。JICAプロジェクトでは、最終的に NERSS教官 25名を育成し、地方省幹部や職員

に対し災害応急対策タイムライン指導を 277名、図上演習指導を 354名、危機管理入門コース講義を 154

名、危機管理中核コース講義を 106名に実施した。 

 

図１	 中国教官の指導体制	

 

	 NERSS教官への指導・OJTは、JICAのキャパシティ・アセスメントハンドブックに基づき、個別研究

指導による各個人の知識・技能といったテクニカルキャパシティ強化に加え、定期的な研究発表や模擬授

業・研修の実施により主体的に問題解決を行うためのコアキャパシティ強化に努めた（国際協力機構 2008）。 

（１）	 NERSS 教官の育成手順	

	 2009年に NERSS幹部及び一部教官との協議し、NERSS若手教官の育成は図 2のように実施した。ま

ず、既往災害対応経験の比較を行った。比較には、AARと災害応急対策タイムライン手法を導入し、中国

に特有の再現性のある事象を抽出した。次に、抽出した特徴を踏まえ、国際的な規格や危機管理体制と比

較しながら中国に適したシステム案を検討した。検討を踏まえ、地方省地震局幹部や職員向けの講義・研
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修カリキュラム・テキスト開発を行った。最後に、開発したカリキュラムやテキストを用い、モデル省行

政官に対し講義や演習を OJTで実施した。 

 

図 2	 プロジェクトの実施体制  

	 比較検討や分析方法は以下の通りである。まず、AARについて述べる。AARは、米国防省が作戦遂行

能力を向上させるために導入した手法であり、何を実施するのか、何が実際に起こったのか、何故それが

起こったのか、どのような改善を行うべきかといった４つの基本的な質問を元にレビューを行うものであ

る（Garvin2000, Department of Army1993）。本事業では、同手法を活用し、既存資料・文献やインタビ

ュー等の現地調査を通じ、過去に発生した災害への応急対応状況を振り返り課題を明らかにし、災害応急

対応能力強化のための訓練・研修カリキュラム考案の参考とした。 

	 次に、災害応急対策タイムラインの導入方法を述べる。日本では、阪神・淡路大震災の教訓として長期

的支援が必要となる生活再建などは、時間とともに変化するニーズに沿った検討・対応が必要であること

が明らかになり、施作などを時間軸に沿って整理した（神戸市 2000）。2004年に発生した新潟県中越地震

の後、新潟県は阪神・淡路大震災の同教訓を踏まえ時間の経過に即した支援ニーズを検証し、災害応急対

策タイムスケジュールとして纏め、新潟県地域防災計画を修正した（新潟県 2007）。同計画では、発災か

らの時間経過に応じた達成目標を予め設定し、各業務の達成目標を時間軸に沿って表記し、全体を俯瞰で

きるようにしている。これにより、災害応急対策の各業務に着手すべき目標時限と優先順位を設定し、発

災後の時間経過に応じた進行管理を企図している。また、各業務を併記することで、他機関の動きを意識

し、相互に連携した災害応急対応の実施を目指している。米国では、事前にある程度の発生が見通せるリ

スクに対し、予め関係機関が実施すべき対策を時系列で計画をプログラム化したタイムラインを準備して

いる。2012年のハリケーン・サンディ襲来時には、米国大気海洋局（NOAA）の予報をもとに、各機関が

タイムラインで予め決められた手順に従い一斉に防災行動を行ったことで、人的被害の最小化や事業再開

の短期化に貢献している。米国での経験を活かし、国土交通省は 2014年度中に国が管轄する河川におけ

る水害対策に絞り、タイムライン（事前行動計画）を思考的に導入する方針を打ち出した（東京海上日動
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リスクコンサルティング株式会社 2014）。本研究では、日米のこれら手法を災害応急対策タイムラインと

呼び、過去に発生した災害の応急対応状況を各業務で時間軸に沿って記載し、発災後にどのような業務が

見込まれるのかを明らかにした。また、実際に地方省地震局幹部や職員研修に同手法を活用し、各省が整

備する地震応急預案をより実効性の高いものへ改定するための基礎とした。 

	 最後に、国際規格や米国・日本の経験との比較を通じた自国に適した体制の検討について述べる。米国

の学部生向けに作られた危機管理入門書である「Introduction to Emergency Management

（Haddow2007）」や国際標準規格の ISO22320、ICSや NIMS、阪神・淡路大震災等の日本の災害対応経

験を知識として共有し、NERSS教官自身に中国に適した災害応急対応システムを検討させた。危機管理

全般について国際標準システムのベースとなる米国の危機管理体制について学び、中国版危機管理テキス

ト作成の参考とした。事業開始当初は、Haddow（2007）の目次案を参照としつつ、中国版応急対応体制

能力強化訓練・研修カリキュラム検討の材料にも活用した。国際標準化された災害対応業務を効果的かつ

効率的に遂行することを目的とした最小限の要求事項を纏めた ISO22320（林 2014）や、全米の行政機関

で標準化し容易に応援や連携を可能とする危機管理システムである ICS（井ノ口他 2005, Deal, et al. 2010)、

2001年の米国同時多発テロを踏まえて全米自治体で ISC活用を義務化した全米危機対応システムの

NIMS（林他 2008、Deal, et al. 2010）は、組織対応体制、災害対応記録の義務化や業務計画の策定など

の組織運用面で参考になることが多い。そのため、中国に適した災害応急対応システム検討で取り入れら

れる点がないか検討することとした。また、日本の防災対策についても阪神・淡路大震災の対応等を事例

として提示し、米国型システムとの違いを認識させるとともに、中国に適した危機管理システムの検討を

行うようにした。 

（２）	訓練研修カリキュラム作成手順	

	 NERSS教官向けに実施した講義や NERSS教官との協議を踏まえ、図３の通り中国版地震災害入門講

義テキストを構築することとした。 

	  

図 3	 NERSS 版テキスト作成の手順  

	 最終的な成果物となるテキストを作成するためには、カリキュラムの作成、図上演習デザイン実施マニ
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ュアルの作成、汶川地震応急対応の評価（現地調査手法の習得）、災害応急対策タイムライン作成マニュア

ルの作成が必要であると考えた。基本的な流れは図 2と変わらないが、本事業の結果 NERSSがカリキュ

ラムやマニュアル等を策定すると共に、今後類似の災害が発生した際にも応急対応状況を評価して課題を

特定し、将来発生する災害に備えられる能力を身につけられるように構造化した。 

	 訓練研修カリキュラムの開発は、Gagne（2004）のインストラクショナルデザインを用いた。インスト

ラクショナルデザインは、学習者の意図的学習を効果的に促進するために訓練・研修を設計するためのフ

レームであり、訓練や研修終了時に学習者が獲得している能力を重視している。木村（2012）は、発生頻

度が低い災害・危機事態の場合、OJTなどの現場学習よりも研修・訓練といった学習機会を設けることで

教育活動の効果・効率・魅力を高め教育支援環境を実現するとし、災害対応従事者の能力強化において同

手法を用いている。同手法で最も有名な教材・研修作りプロセスとして、分析（Analyze）、設計（Design）、

開発（Develop）、実施（Implement）、評価（Evaluate）の英文頭文字を取った ADDIEモデルを指導カ

リキュラム、教材の策定及びテスト作成に用いた。図 4に示す通り、まずは講義すべきテーマを分析した。

次に講義で伝えるべき内容を検討し、それらを元に指導案や教材、テストを作成した。作成した指導案や

教材は、OJT研修で実際に使用して評価を受けた。評価を踏まえ、テーマや内容、各種資料の改訂を行っ

た。特に評価から改訂のプロセスを身につけることは NERSS教官自身が常に最先端の危機管理モデルを

模索する上で重要と考え、筆者ら日本人専門家からの評価や指導、NERSS研究者同士のピアレビュー、

研修に参加した地方省地震局参加者からの評価、NERSS幹部からの評価を通じて各種改定を行い、定期

的に見直し・改善する癖をつけるようにした。これにより、NERSS教官自身がカリキュラムやテキスト

を持続的に更新・改善できるようになった。 

		

図 4	 ADDIE モデルをベースとした研究指導方法	

	

（３）	 NERSS 版危機管理カリキュラムの構築	

	 筆者らは、2010年 11月以降７回のワークショップと８回のセミナーを実施した。2012年 5月には、そ

れまで NERSS教官らと議論していた入門コース、中核コース及び専門コースの 3コースの研修・訓練枠

組みを図 5の通り策定し、各コースの中身や資料を準備することにした。まず、各コースの講義に必要な
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時間を研修に参加する地方省地震局幹部や職員など受講生側の立場や NERSS側の予算等を踏まえ検討し

た。その結果、入門コースは地方省行政官向けに 1日で実施し、中核コースは 3日間の実施、専門コース

は 2週間の実施とした。その後、講義用資料や受講者の理解度を図る確認テスト、講義用カリキュラムを

検討した。なお、本事業は３年間のプロジェクトとして実施されており、入門コース及び中核コースの指

導テキストやカリキュラム完成までを対象とし、専門職員育成を目指す専門コースは対象外とした。 

	

図５	 開発した訓練・研修の全体像	

 

	 入門コースの検討段階では、中国の災害危機管理体系を踏まえ災害対応がどのようなものかを理解する

ための単元を NERSS教官は考案した。汶川地震までの災害応急対応の課題を踏まえ、①地震被害軽減、

②地震応急対応、③復旧・復興、④情報コミュニケーション、⑤防震減災法、⑥連携・連動、⑦体制・指

揮調整、⑧被害想定・推計、情報収集・集約・共有・発信の 8単元を基本形として指導することと決めた。

なお、これらの８単元は受講者の役職や興味・関心に応じてテーマを変えて４単元程度ずつ指導すること

とし、「幹部が心得るべきこと」、「指揮者が発災後の当面対応すべきこと」、「指揮者の心得」、「応急対応の

位置づけ」といった受講対象者毎のテーマ別指導ができるよう準備した。中核コースは、それらの８単元

に加え、①地震災害状況に対する迅速な判断と動向判断、②危機管理の発展と挑戦、③地震応急預案と災

害応急対策タイムラインの３単元を追加し、災害対応実務に必要な能力に関する項目や事例を扱うことと

した。 

	 テキストや講義用資料の作成は、前提条件を決め内容レベルを担保するように努めた。受講者は、省・

市の危機管理担当者とした。また、日中双方で議論の結果各省人民政府が対応するM6.8程度の直下地震

での対応を想定することにした。この条件下で、地震応急預案に基づき速やかな対応を開始し、上級政府

に的確・適切に報告して支援を求め、応急対策を中心に着実な応急対応業務を遂行できる能力を、省・市

の危機管理担当者が研修を通じて能力強化できるようにした。 

	 研修を実施する上で最も重要なことは、地方省地震局の幹部や職員が、実務に役立つ知識や技術を習得
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できるように指導することが重要と考えた。そのため、訓練・研修実施内容の全体を決める権限のある

NERSS幹部と協議を行い、日本での活用事例を踏まえより実態に即した実務能力向上のために災害応急

対策タイムラインが効果的であることで合意し中核コースに含めることとした。その結果、以下の 11単元

を基本とすることで最終的に合意しテキストを開発した。11単元は、①地震災害応急管理概論（防震減災

法）、②地震災害緊急準備（地震被害軽減）、③地震応急対応、④地震災害情報（情報コミュニケーション）、

⑤地震災害状況に対する迅速な判断と動向判断、⑥体制・指揮調整、⑦連携・連動、⑧情報収集・集約・

共有・発信、⑨地震応急預案と災害応急対策スケジュール、○10地震応急預案と災害応急対策タイムライン

実習、○11震災後の復興・再建（復旧・復興）である。 

	 開発されたテキストの中身は以下の通りである。地震災害応急管理概論では、防震減災法を始めとする

中国の防災関連の法体系や地方政府の役割を理解し、国際的な枠組みを紹介している。地震災害緊急準備

（地震被害軽減）では、被害軽減の必要性や内容を説明し、被害軽減に向けた計画立案や人材育成、訓練・

研修、評価・改善手法を紹介している。地震応急対応では、応急対応の流れや概要を紹介し、中国の過去

の災害対応事例に沿って検証し、課題を提起している。地震災害情報では、災害情報を ISO22320などの

国際規格等を活用し紹介し、どのように情報収集して処理できるよう準備するか紹介している。地震災害

状況に対する迅速な判断と動向判断では、中国や海外での地震災害の状況とその被災状況を紹介し、マグ

ニチュードと震度の違い、地震と被災状況との関係や二次災害の検討・判断方法を紹介している。体制・

指揮調整では、応急対応体制や指揮・調整のあり方を中国の法律や計画をもとに説明し、ICSや ISO22320

の標準化した対応を紹介している。連携・連動では、ある一定規模以上の地震が起こった際に法律や計画

に基づきどのような協力体制を構築すべきか、予め準備しておくことや決まりごとを国際救援活動ととも

に紹介している。情報収集・集約・共有・発信では、発災後の時間経過とともにどのような情報が必要に

なるかを紹介し、収集した情報の処理や関係機関・マスコミ等への発表方法を過去の災害を事例として紹

介している。地震応急預案と災害応急対策タイムラインでは、地震応急預案の課題を紹介した上で、災害

応急対策タイムラインとは何かを紹介している。同実習では、実際に災害応急対策タイムスケジュール策

定の手順を紹介している。最後に、震災後の復興・再建（復旧・復興）では、定義や目的、同プロセスに

関与する関係者について紹介した後、過去に発生した災害での復旧・復興事例を紹介している。このよう

に、開発したカリキュラム全般では、ICSや ISO22320などの国際的な手法を用いつつ中国の法律や計画

について紹介し、過去に発生した災害を事例とした各種課題を示し、今後どのような対応が必要かを受講

者に検討させ、時間の推移に合わせて各自の業務を見直すことが出来るような内容とした。 

 

４.	 導入された国際協力手法の結果と考察	

	 NERSS教官への指導開始当初は、地方の実践経験豊富な行政官を前に NERSS教官の浅学が露呈する

こともあった。他方で、インストラクショナルデザインに基づき受講生や同僚、応急対応専門家からの評

価を重要視した結果、実施した研修に対する受講生からの提案や意見も多く寄せられ、NERSS教官自身
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が改善・改良を行わないといけないという動機付けが出来た。研究者の指導も踏まえ AARや災害応急対策

タイムラインといった手法を用いることで、NERSS教官自身のテクニカルキャパシティ強化につながっ

た。災害応急対策タイムライン作成を通じ、災害応急対応業務に関わる各関係者を洗い出した上で、発災

後の時系列に沿いどのような業務が必要となるのかを俯瞰的に振り返ることが可能となった。また、災害

応急対策タイムライン作成と並行して過去に発生した災害を振り返るため AARを通じ、各種業務に対しど

のような対応を行ってきたのか、どのような課題があるのかを目的毎に検証することが可能となった。縦

割り行政意識が強い国では、情報共有の不足により関係者がどのような業務を行っているのか把握できず、

実施した業務に重複が生じたり抜け落ちたりすることが多い。AARと災害応急対策タイムラインの両手法

を用いることで、中国の地震応急対策の現状を検証し、ヌケ・モレ・オチの無いより実効性の高い災害応

急預案への改善や同預案に則った応急対応業務実施の基礎を作り出し関係者間の連携を促すことができる

ようになった。 

	 また、本事業実施前は存在しなかった NERSSのカリキュラムや講義用資料が、本稿で述べた手法を用

いて作成された。特に、災害応急対策タイムライン手法は NERSS若手教官の杜が日中の災害対応状況比

較を実施したり（Du2015）、張が同手法で明らかにした対応事項を整理し災害対応訓練のシミュレーター

を開発したりする（Zhou2015）など NERSSとしてのコアキャパシティの強化にもつながった。なお、講

義用資料やカリキュラム作成は、担当する教官を任命して単元ごとに資料を作成したが、危機管理全般の

理解促進及び他の単元との関係性把握及び連携促進が出来る人材育成が重要と判断し、途中から各担当が

作成した講義資料を他の教官が利用して講義できるように指導し、NERSSとしての訓練・研修指導能力

強化を達成することができた。カリキュラムや講義資料作成で導入したインストラクショナルデザイン手

法は、実災害の経験や図上訓練を通じ明らかになった課題をカリキュラムや講義資料の更新へ常に反映す

ることから、持続した NERSSのコアキャパシティ強化へと繋がった。 

	 日中協力地震緊急救援能力強化計画プロジェクトは、NERSSが実施した 5回の研修で研修受講者の研

修満足度アンケート調査を実施した。アンケートの結果、最高で 94.3％、最低でも 76.8％の満足度が示さ

れている。アンケート調査の結果、研修内容（科目構成、教材等）及び指導方法（講義方法）に対する受

講者の満足度は高かった。特に、災害応急対応業務を日々実践している地方省地震局幹部や職員から高い

満足度を得られたことは特筆に値する。また、JICAの終了時評価調査結果要約表でも、理論と実践がバラ

ンスよく配置されており、災害応急対策タイムラインなどの新規アイディアの導入が評価されている。加

えて、教材やマニュアルの改定に力点を置いた結果、質の高い成果品が出来たと評価されている（国際協

力機構 2012b）。NERSS若手教官として本研究指導を受けた頼も、自身を含む NERSS教官らが実施した

研修時に、20項目のアンケート調査を実施し受講者の満足度を確認している（Lai2015）。表２の通り研修

内容やテーマの妥当性、研修を通じて得た知識や技術が実際に使えるものかどうか、新規性（ノベルティ）

が高い研修かと言ったカリキュラム内容に対する評価は概して高い。また、資料や講師の技術、図上演習

等の評価も高く、地方政府職員のキャパシティ強化の仕組みを作ることが出来たと言える。インストラク



14 

ショナルデザインは、当事者自身が検討・開発・実施したプログラムを評価することがあるべき姿として

いる。表２の結果は、頼らが本研究を通じ考案したカリキュラム及び作成したテキストを活用して自ら研

修を実施し、受講者から得たフィードバックによる評価であり、有意な能力向上が見られたと言える。 

表２	 受講生アンケート結果 

 

	 出典：Lai, J., et al. (2015) 

	  

	 これらの高い評価は、AARや災害応急対策タイムラインを活用した分析を通じ、海外と比較しながら当

事者が自国の特徴を把握し自国に適した災害応急対応システムやカリキュラム、テキストなどを考案出来

たことによる。国際的枠組みや日本の防災対策と比較しつつ、AAR手法や災害応急対策タイムライン手法

を活用し、自国の特徴を把握するとともに自国に適した災害応急体制を考案し、同体制に基づいたカリキ

ュラム開発の効果が高いことが明らかになった。また、インストラクショナルデザインを通じ、分析から

実施までの一連のプロセスを評価し改定することを習慣づけたことで、NERSS教官が自分たちで持続的

にカリキュラムやテキストの更新・改善が行えるようになった。JICAが外部評価者に委託し実施した終了

時評価でも非常に有効であると評価されており、インストラクショナルデザインを用いたカリキュラム開

発、訓練・研修用テキスト等の開発が有効であることが示された（国際協力機構 2012b）。これは、日本で

実践的な災害対応研究を行っている研究者や実際に地方自治体で危機管理部門に務める職員、日本の地方

自治体に対し図上演習を実施している研究員が、専門家として事業実施初期から一貫した指導を行ったこ

とで、熱意のある NERSS教官と強い信頼関係を構築できたことが寄与している。また、プロジェクト全

体の状況を把握し、短期専門家と NERSS教官の触媒の役割を果たしたチーフアドバイザーの存在も大き

い。専門家の一連の指導を通じ、NERSS研修と言うブランド化に向けた訓練・研修モジュールの開発が

可能となり、既に整備されていた施設の有効な活用と災害応急対応体制強化に努める中国政府の思惑に合

致した協力を行うことが出来た。 

	 なお、より長期的な効果の発現状況を確認するためにも継続したモニタリングを行い、社会のニーズに
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即したシステム構築やカリキュラム考案を行う体制強化が望まれる。特に、継続したカリキュラムやテキ

ストの改訂を行うためには、「国際的な知見で中国で活用できること」や、「中国に固有となる特徴として

テキストに含める事例」、「調査不足か中国の特徴かを更に良く調べる必要があること」の３点に着目した

分析・検討を行うことが望まれる。本研究では地震災害に特化しているが、時間の経過とともに変化する

ニーズへの対応を要する復興プロセスの分析・検討や対応は水害等の他の災害種でも適用可能と考えられ

る。本研究の成果を基にした他災害種のカリキュラム開発への応用について更なる検討を行う予定である。 

	  

５.終わりに	

	 本稿は、JICAが 2009年 10月より 2013年 3月まで実施した日中協力地震緊急救援能力強化プロジェ

クトにおける応急対応分野の行政官育成用研修・訓練モジュール開発に着目しその有効性を検証したもの

である。途上国における応急対応能力強化の手法として AAR及び災害応急対策タイムライン手法を活用し

て危機管理体制を検討し、インストラクショナルデザイン手法を活用してカリキュラム・テキスト開発を

行った。 

	 これらの手法を活用する前提として、筆者らが NERSS 教官と行った国際的枠組みや日本の防災対策と

の比較は、開発途上国自体の危機管理体制を検討する上で基礎的な知識・知見となり、NERSS 教官個人

のテクニカルキャパシティを強化するのに役立った。その上で、AARや災害応急対策タイムライン手法を

用い、自分たちで各種災害を記録・評価を通じて課題を明らかにし、自分たちで既存の制度や体制を見直

す検討材料として活用することが可能となり、組織としてのコアキャパシティ強化にも繋がった。本研究

では、これらの手法を用いて継続的に自国の災害体制を見直す仕組みを構築し、また、インストラクショ

ナルデザイン手法を活用して開発した研修・訓練カリキュラムは、研修受講者の満足度も高いことが明ら

かになった。これらは、日中協力地震緊急救援能力強化プロジェクト形成時点で危機管理を専門とする研

究者が本研究に参加し、NERSS 研修のブランド化に向けた訓練・研修モジュールを考案したことが成功

要因と言える。加えて、日中間の触媒となったチーフアドバイザーの果たした役割も大きく、他地域に展

開し各地の事情に応じた災害応急体制を整備する際の参考とするべきである。 

	 他の開発途上国においても、他国の危機管理体制と比較しつつ AARを通じ再現性のある災害特性や課題

を把握し、災害応急対策タイムラインによる応急対応業務の準備に取り組むことは、発災直後に捜索救助

活動のみに傾注してしまいがちな開発途上国にとって有益であると考えられる。本手法の活用を通じ、他

の国々で災害応急対応体制整備に少しでも寄与し、被害の軽減に繋がることを望む。 
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